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インド感染症共同研究センターに勤務する職員の就業に関する要項

平成２０年 ３月３１日

学 長 裁 定

改正 平成２２年 １月１２日

改正 平成２４年 ８月１７日

改正 平成２７年 ４月 １日

改正 平成２８年１０月 ４日

改正 令和 ２年 ４月１６日

（趣旨）

第１条 この要項は，国立大学法人岡山大学海外事務所等設置要項（平成１９年４月１日

学長裁定）第７条第２項により設置しているインド感染症共同研究センター（以下「セ

ンター」という。）に勤務する職員の就業に関し，必要な事項を定めるものとする。

（勤務命令）

第２条 学長は，センターに職員を配置する場合は，あらかじめ本人の同意を得て，勤務

命令を行うものとする。

（労働条件の明示）

第３条 学長は，センター勤務を命じる職員に対し，国立大学法人岡山大学職員就業規則

（平成１６年岡大規則第１０号。以下「就業規則」という。）第８条に定めるところに

より労働条件を書面により明示しなければならない。

（服務）

第４条 センターに勤務する職員（以下「職員」という。）の服務については，就業規則

を適用するとともに，インド国の法令，習慣等を遵守しなければならない。

（兼業の制限）

第５条 職員が本邦へ帰国しなければ従事できない兼業については，原則として承認する

ことができない。ただし，本邦へ職務として帰国（第８条の規定による休暇帰国を含む。）

した際に従事することができる兼業については，この限りではない。

（勤務時間等）

第６条 職員の勤務時間は，就業規則第４２条第１項の規定にかかわらず，９時から１７

時４５分までとし，休憩時間は，１３時から１４時までとする。

２ 前項の規定にかかわらず，インド感染症共同研究センターに関する取扱要領（平成１

９年４月１日学長裁定）第３条各号に掲げる教員については，就業規則第４２条第６項

に規定する専門業務型裁量労働制を適用するものとする。

３ 前２項の規定にかかわらず，センターの運営上の事情又はインド国の慣習等により，

特別の形態によって勤務する必要がある場合には，就業規則第４２条第２項の規定に準

じてセンター長が職員の勤務時間，休憩時間及び次条に定める休日を割り振ることがで

きる。

（休日）

第７条 職員の休日は，次の各号に定める日とする。

一 日曜日及び土曜日

二 インド国の法令，慣習等に基づく，国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に定める休日に相当する日

三 １２月２９日から翌年の１月３日までの日

２ 前項第２号に定める休日は，国民の祝日に関する法律による休日の日数の範囲内で，
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センター長が個別に指定するものとする。

（休暇帰国）

第８条 学長は，職員のセンターにおいて引き続き勤務する期間が，在勤地に到着した日

の翌日から起算して６箇月経過したとき（以下「６か月経過時」という。）に１回及び

６箇月経過時から引き続き勤務する期間が１年を経過するごとに１回，暦日による１４

日以内の期間（センターと本邦との間を往復するに要する期間を除く。）の休養のため

に帰国（以下「休暇帰国」という。）を許可することができる。

２ 病気その他やむを得ない理由により学長が特に認めた場合には，前項の期間に暦日に

よる１４日以内の期間を加えることができる。

３ 前２項の休暇は，特別休暇として取り扱うものとする。

４ 休暇帰国をしようとする者は，休暇帰国許可願をセンター長を経由し，学長に提出し

てその許可を受けなければならない。

５ 学長は，前項の許可をしたときは，直ちにセンター長を経由して休暇帰国許可願を提

出した者に通知しなければならない。

６ 休暇帰国の許可を受けた者は，許可された日程により帰国しなければならない。ただ

し，病気その他やむを得ない理由により，許可された日程により難いときは，センター

長を経由し，学長の承認を受けなければならない。

（休暇帰国に係る旅費）

第９条 前条の規定により休暇帰国が許可された者に対しては，旅費を支給することがで

きる。

２ 前項の規定により支給する旅費は，センターと本学間の最も経済的な通常の経路によ

る往復の旅行について，国立大学法人岡山大学職員旅費規程（平成１６年岡大規程第２

２号。以下「旅費規程」という。）により計算した鉄道賃，船賃，航空賃，車賃及び旅

行雑費とする。

３ 前項の場合において，職員が当該休暇帰国に際し，扶養親族（国立大学法人岡山大学

職員給与規則（平成１６年岡大規則第１４号。以下「給与規則」という。）第１３条の

規定に基づき扶養手当が支給されている扶養親族に限る。）を随伴するときは，旅費規

程第３７条の規定に準じて計算した旅費に相当する額を前項の旅費に加算して支給する

ことができる。この場合，旅費規程第３７条第２項第１号中「鉄道賃，船賃，航空賃及

び車賃の全額並びに日当，宿泊料，食卓料，着後手当及び支度料」とは，「鉄道賃，船

賃，航空賃及び車賃の全額」と，同条同項第２号中「鉄道賃，船賃，航空賃及び車賃の

全額並びに日当，宿泊料，食卓料及び着後手当」とは，「鉄道賃，船賃，航空賃及び車

賃の全額」と読み替えて準用するものとする。

４ 第２項の規定にかかわらず，職員が第１２条第２項の規定に基づき，休暇帰国の際に

定期健康診断を受けるときは，当該受診日について日当を支給するものとする。

（一時帰国）

第１０条 職員が，結婚する場合で，本邦で結婚式その他結婚に伴い必要と認められる行

事等を行うとき，又は職員の親族が死亡したときは，一時帰国することができる。この

場合，就業規則第５８条第５号又は第１２号に定める特別休暇の日数にセンターと本邦

間の往復に要する日数を加えることができる。

（懲戒）

第１１条 職員の行為が，就業規則第６７条に定める懲戒事由に該当する場合には，職員

を国内勤務に復帰させ，懲戒処分を行うことができる。

（健康診断）

第１２条 職員は，国立大学法人岡山大学職員労働安全衛生管理規程（平成１６年岡大規

程第２１号。以下「安全衛生管理規程」という。）第１６条第５項の規定に基づき，出
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国しようとするとき，及びセンター勤務を終えて帰国した後（引き続き法人業務に従事

する場合に限る。）に，海外派遣職員健康診断を受診しなければならない。

２ 職員は，第８条第１項の休暇帰国した際に安全衛生管理規程第１６条第１項第２号の

定期健康診断を受け，その結果を書面により提出しなければならない。ただし，職員が

他の一時帰国の際，又はインド国で安全衛生管理規程第１７条第１項に掲げる健康診断

の項目の全てについて受診した場合で，その結果を書面により提出したときは，この限

りではない。

３ 前２項の健康診断に係る費用は，法人が負担するものとする。

（赴任及び帰国に係る旅費）

第１３条 新たに採用された職員がセンター勤務を命ぜられたとき，又は現に在職する職

員でセンター勤務を命ぜられたとき，若しくはセンター勤務を終え本邦へ帰国し，引き

続き法人業務にするときは，旅費規程に基づき赴任等に係る旅費を支給するものとする。

２ 前項に規定する旅費は，鉄道賃，船賃，航空賃，車賃，日当，宿泊料，移転料，着後

手当，扶養親族移転料及び旅行雑費とする。

（帰住旅費）

第１４条 職員が退職し，又は死亡した場合において，その職員若しくはその扶養親族又

は遺族が生活の根拠地となる地に旅行する場合には，旅費規程に基づき，帰住に係る旅

費を支給するものとする。

（給与等）

第１５条 職員の給与については，当該職員に適用される岡山大学の就業規則等に関わら

ず，インド国における生活環境，センターにおける勤務環境等インドへの派遣の実態を

考慮して，特別に次のとおりの措置を行うものとする。ただし，インド国における経済

情勢の変化等の事情により，この条項による措置では派遣に支障が生じると学長が判断

する場合は，更に特別の措置を行うものとする。

一 俸給の調整額

感染性の高い検体を常時取り扱う業務の特異性，インド国における言語環境・商

慣習の違い等に伴う様々な業務処理の困難性を考慮して，給与規則第３条に定める

俸給の調整額に準拠して，同条第２項に定めるところの調整基本額に調整数３を乗

じた額を支給するものとする。

二 派遣職員居住手当

前年度の各月初めにおけるルピーの円換算レートの年間平均に契約家賃を乗じて

得た円換算額（１，０００円未満切り捨て）を派遣職員居住手当として支給するも

のとする。なお，給与規則第１５条に規定する住居手当は支給しないものとする。

三 ハードシップ手当

生活水準・生活様式や社会環境，気候風土の違いなどから生じる肉体的・精神的

負担等を勘案してハードシップ手当を支給することとし，その月額は，１００，０

００円とする。

２ 職員の給与は，当該職員からの申し出により，ルピーに換金してインドへ送金できる

ものとする。

３ 職員の給与に対してインド国が税金を徴収する場合は，その税金は法人が負担するも

のとする。

（就業規則の準用）

第１６条 この要項に定めのない事項については，就業規則の規定を準用する。

附 則

この要項は，平成２０年４月１日から施行する。
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附 則

この要項は，平成２２年１月１２日から施行し，平成２１年４月１日から適用する。

附 則

この要項は，平成２４年８月１７日から施行し，改正後の第８条第１項の規定は，平成

２３年１２月１日以降新たにセンターに勤務した者に適用する。

附 則

この要項は，平成２７年４月１日から施行する。

附 則

１ この要項は，平成２８年１０月４日から施行する。

２ この要項の施行日の前日から引き続き在職する職員の給与に関する事項については，

なお従前の例による。

３ 前項の規定の適用を受ける職員で，日本においてセンターに関する業務に従事してい

た者に対する期末手当及び勤勉手当に関する在職期間及び勤務期間（以下「在職期間等」

という。）の算定については，当該業務に従事していた期間を在職期間等に算入する。

附 則

この要項は，令和２年４月１６日から施行し，令和２年４月１日から適用する。


